
　㈱情報通信総合研究所（本社：東京都中央区、代表取締役社長：藤田潔）は、㈱ＮＴＴ
ドコモより委託を受け、 「モバイルおよびＩＣＴ産業による経済波及効果」に関する調査
研究を実施し、このほど結果をまとめました。
　　
　1995年以降の携帯電話をはじめとするＩＣＴ産業の急成長は目を見張るものがあります。
モバイル産業（移動電気通信及び携帯電話機）とその関連産業はＩＣＴ産業の中でもその
成長がもっとも大きかった産業部門であり、そのＩＣＴ産業に占めるウエイトは大きくなっ
ており、このようなモバイル産業の成長、経済社会への浸透は日本経済に対し大きなイン
パクトを与えたと考えられます。
　しかしながらこのモバイル産業の成長がもたらす日本経済に対するインパクトやその位
置づけを正確に把握する分析はこれまでほとんどなされてきませんでした。

　そこで㈱情報通信総合研究所は、今回、東京大学大学院総合文化研究科教授　廣松毅氏、
九州大学大学院経済学研究院教授　篠﨑彰彦氏、京都大学経営管理大学院助教授　椙山泰
生氏の協力を得て、「モバイルおよびＩＣＴ産業による日本経済への波及効果」を定量的、
定性的に分析し、日本経済におけるモバイル・ＩＣＴ産業の位置づけを明らかにしました。

ＩＣＴ産業の経済波及効果は自動車産業を上回る。
モバイル産業は2010年で2000年の3.3倍の規模に成長。
～ＩＣＴ産業・モバイル産業の経済波及効果を調査～

　　　　　　 　2006年12月15日
　　　　　（株）情報通信総合研究所　

○　ＩＣＴ産業の経済波及効果は自動車産業を上回り、モバイル産業は2010年で2000年の
3.3倍の規模に成長している。
¾2000年にはＩＣＴ産業の付加価値誘発額は17.5兆円に増加。自動車産業（16.0兆
円）、パソコン関連産業（5.0兆円）を超える規模に。またモバイル産業の付加
価値誘発額は2000年で3.6兆円でＩＣＴ産業の21％を占めるまでに成長している。
¾2000年のＩＣＴ産業の雇用誘発数は178万人。自動車産業(171万人)、パソコン関
連産業（55万人）を上回る。そのうちモバイル産業は、28万人の雇用を生み出し
ている。
¾これらから2010年を予測すると、ＩＣＴ産業の付加価値誘発額は31.6兆円、モバ
イル産業は11.8兆円にまで拡大する。

○　波及効果の拡大はインフラ・端末からコンテンツ・応用分野へ期待される。
¾移動通信サービスのもたらす付加価値誘発額は2.4兆円（2000年）が9.4兆円
（2010年）にまで拡大。
¾携帯電話機部門がもたらす付加価値誘発額は、1.2兆円（2000年）から2. 3兆円
（2010年）にまで拡大。
¾その他にも、局舎等設備、要素技術、応用分野へ波及。

■調査結果のポイント



■調査結果のポイント（続き）

○　活発なＲ＆Ｄ活動による高度技術の集積がモバイル産業の成長を支えている。
¾ ネットワークの高度化とともに、プラットフォームや端末においてすぐれた要
素技術が集積しており、それによってサービスが次々と開発。

¾ 携帯電話機を構成する主要な要素技術についての世界シェアは高く、日本の携
帯電話産業のＲ＆Ｄ活動の水準の高さの一端を示しているといえる。

○　今後の成長を予感させるモバイルベンチャーの活況
¾ 1999年以降の上場企業数は60社を超え、時価総額で見るとその規模は、1999年
の1944億円から2006年秋現在で1兆8983億円と9.8倍にまでなっている 。

¾ モバイル関連の上位レイヤ（コンテンツ等）も順調に成長しており、今後が期
待される。

○　今後モバイル産業に期待される役割
¾ 中核産業として付加価値や雇用の創出によって日本経済全体の成長ポテンシャ
ルを高める。

¾ 同時に短期的な国内雇用や景気をけん引する役割も担う。
¾ 積極的な研究開発投資により周辺産業のＲ＆Ｄ活動を活発化し、産業競争力を
高める。

¾ 高度なネットワークや端末の普及により新市場を創出。
¾ モバイルによる安心・安全ソリューションの提供により柔軟性と多様性を有し
た社会へ貢献する。

■本リリースのお問合せ先
（株）情報通信総合研究所

マーケティング・ソリューション研究グループ
担当：野口、山本

電話：０３－３６６３－７１５３
e-mail：noguti@icr.co.jp　　yamamoto@icr.co.jp　

○　今回の報告書は、弊社ホームページ（URL http://www.icr.co.jp/）に近日中に公開
する予定です。

○　公開される内容は、調査研究の成果全体を取りまとめたものです。

■報告書全文の公開

＜会社概要＞
社名　株式会社情報通信総合研究所（URL http://www.icr.co.jp)　
1985年6月に、国内外の情報通信に関する調査・研究を専門とするシンクタンクとして設立。固定通信や移
動通信、インターネット・ＩＴ、通信と放送の融合から地域の情報化など、情報通信関連の調査研究、コ
ンサルティング、マーケティング、出版事業などの活動を展開しています。
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2006年12月15日 

 

モバイルおよびＩＣＴ産業による経済波及効果 

 

㈱情報通信総合研究所 

 

 

1.研究の背景および目的 

 

日本経済の 1990年代から 2000年代初頭は、いわゆる「失われた１０年」とそこから立

ち直るきっかけをつかむ長い調整期間であった。 

 

そのような中で1995年以降の携帯電話をはじめとするＩＣＴ産業の急成長は目を見張る

ものがある。その経済波及効果は2000年において日本の主力産業である自動車産業を超え、

その後も順調に伸びている。 

 

なかでも、モバイル産業（移動電気通信及び携帯電話機）は通信産業の中でもその成長

がもっとも大きかった産業部門であり、その通信産業に占めるウエイトは大きいものがあ

る。このようなモバイル産業の成長、経済社会への浸透は日本経済に対し大きなインパク

トを与えたと想定される。 

 

しかしながら、モバイル産業の成長が日本経済にもたらすインパクトやその位置づけを

正確に把握する分析は、これまでほとんどなされてこなかった。 

 

そこで㈱情報通信総合研究所は、今回、東京大学大学院総合文化研究科教授 廣松毅氏、

九州大学大学院経済学研究院教授 篠﨑彰彦氏、京都大学経営管理大学院助教授 椙山泰

生氏の協力を得て、「モバイルおよびＩＣＴ産業による日本経済への波及効果」を定量的、

定性的に分析し、日本経済におけるモバイル・ＩＣＴ産業の位置づけを明らかにした1。 

 

2.研究のアプローチ 

 

本研究では、産業連関表を用い、モバイル産業を中心としたＩＣＴ産業の日本経済への

波及効果を定量的に分析した。 

 

ここでいう経済波及効果の指標としては、付加価値誘発額2及び雇用誘発数3を採用し、Ｇ

                                                   
1本調査研究は㈱ＮＴＴドコモより委託されたプロジェクトに基づく成果である。 
2関連する産業の生産まで全て含めた日本全体の生産額の総和（生産誘発額）のうち、原材料部
分を除いた儲けの部分が付加価値誘発額である。全産業分を合計するとGDPに一致する。産業連

関分析においては、付加価値誘発額＝付加価値比率×生産誘発額で算出される。 
3関連する産業の生産まで全て含めた日本全体の生産に必要となる雇用者数の総和である。産業
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ＤＰベースの数字を中心とした比較を行なった。計算される数値は付加価値ベースの数値

であり、売上ベースの市場規模とは異なる。つまり全産業を総計すると、それはほぼＧＤ

Ｐに等しくなっている。 

 

次に、モバイル産業の日本経済における貢献度を明らかにするために最初に他産業との

比較を行っている。 

 

更に、定量的に捉えられない部分をもカバーするため、定性的アプローチとして事例分

析を行った。例えばこの１０年の間にモバイル産業はアナログからデジタルへ、そして第

二世代（２Ｇ）から第三世代（３Ｇ）へとネットワークとサービスの高度化を積極的に進

めてきた。それは周辺産業のＲ＆Ｄを活発化させ、イノベーションの誘因をもたらす一方、

他産業へのスピルオーバーをもたらした。またコンテンツ、コマース、広告という新市場

を創出する機会を提供し将来の中核産業として期待されている面について取り上げた。 

 

以下、今回の分析における用語の定義を行なう。 

 

まず今回分析対象とした産業部門はＩＣＴ産業（図表中①の枠内）であるが、産業連関

表の部門の「通信サービス」（図表中②）、「通信機器製造」（図表中③）、「情報サービス」

を対象としている。その内、モバイル産業と定義した部門は通信機器製造の「携帯電話機」

と通信サービスの「移動電気通信」である（図表中④）。 

 

図表1 ＩＣＴ産業の定義 

有線電気通信機器

通信サービス

携帯電話機

無線電気通信機器

その他の電気通信機器

通信機器製造

Ｉ
Ｃ
Ｔ
産
業

移動電気通信

固定電気通信

その他の電気通信

その他の通信サービス

情報サービス

ソフトウェア業

情報処理・提供
サービス業

① ②③

④

 

                                                                                                                                                     
連関分析においては、雇用誘発数＝雇用比率×生産誘発額で算出される。 
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3.主な知見 

 

産業連関分析、事例分析から得られた結論を以下の４つの視点から総括する。 

 

1. 付加価値誘発効果 

2. 付加価値誘発効果の波及先分野別分析 

3. 要素技術に見る波及効果 

4. モバイルベンチャー企業集団の創出 

 

(1) 付加価値誘発効果 

 

～ＩＣＴ産業の波及効果は自動車産業を上回り、モバイル産業は2010年で3.3倍の規模に～ 

○ 2000年にはＩＣＴ産業の付加価値誘発額は17.5兆円に増加。 

  自動車産業（16.0兆円）、パソコン関連産業（5.0兆円）を超える規模に。 

○ なお、モバイル産業の付加価値誘発額は2000年時点では3.6兆円でＩＣＴ産業の21％だが、

2004年時点では6.4兆円でＩＣＴ産業の30％を占めるまでに成長。 

○ 将来の付加価値誘発額 

 

 2000年誘発額 2010年誘発額（予測） 

ＩＣＴ産業 17.5兆円  31.6兆円 

 モバイル産業（再掲） 3.6兆円 11.7兆円 

 

 

 

 

移動電気通信（再掲） 

携帯電話機（再掲） 

2.4兆円 

1.2兆円 

9.4兆円 

2.3兆円 

 

○ 2000年のＩＣＴ産業の雇用誘発数は178万人。 

  自動車産業(171万人)、パソコン関連産業（55万人）を上回る。 

 

 2000年誘発額 2010年誘発額（予測） 

ＩＣＴ産業 178万人 285万人 

モバイル産業（再掲） 28万人 78万人  

  

 

移動電気通信（再掲）  

携帯電話機（再掲） 

15万人 

13万人 

55万人 

23万人 
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① ＩＣＴ産業全体 

 

1990年のＩＣＴ産業の付加価値誘発額は全産業の付加価値誘発額（約430兆円）の1.9％

で8.1兆円を占めるに過ぎなかった。自動車産業（4.2％、18.2兆円）の5割弱程度の規模

であったのである。それが2000年にはＩＣＴ産業の付加価値誘発額は同3.5％、17.5兆円

に増加。自動車産業（3.2％、16.0兆円）を超える規模に成長した。伸び率で見ると、ＩＣ

Ｔ産業の1990年-95年、95-2000年、2000-2004年の付加価値誘発額伸び率は年率3％超え、

特に95-2000年は10％と大幅増加であった。 

 

図表２ ＩＣＴ産業の日本経済における位置づけ（１） 

（全産業付加価値誘発額に占めるウエイトの変化） 
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出所）産業連関表より算出 

 

 

国内の雇用誘発数は6600万から6800万程度であるが、その中で見ても、ＩＣＴ産業は、

自動車産業を凌駕する規模にまでなっている。すなわち2000年にＩＣＴ産業の雇用誘発数

は 2.6％、178万人になり、自動車(2.5％、171万人)を上回り、2004年ではＩＣＴ産業の

雇用誘発数は206万人にまで拡大した。 
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図表３ ＩＣＴ産業の日本経済における位置づけ（２） 

（全雇用誘発数におけるウエイトの変化） 
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出所）産業連関表より算出 

 

②モバイル産業 

 

次に、モバイル産業（移動電気通信及び携帯電話機）について見ると、2000年では 3.6

兆円の波及効果をもたらし、ＩＣＴ産業の20.8％を占めるものだったものが、2004年では

その波及効果は 6.4兆円となり、ＩＣＴ産業の 30.7％を占めるまでに成長していることが

分かった。 

 

モバイル産業の各部門（移動電気通信及び携帯電話機）に注目すると、移動電気通信は

2000年で2.4兆円の付加価値誘発額をもたらしていたものが2004年には5.4兆円まで拡大

している。携帯電話機の付加価値誘発額は、2000年で1.2兆円、2004年では1.0兆円程度

の波及効果であり、現状でも１兆円以上の波及効果をもたらしていることが分かる。 

 

仮に現状の勢いがこのまま続くとすると、2010年にはモバイル産業の付加価値誘発額の

規模は2000年の3.3倍の11.7兆円まで成長し、ＩＣＴ産業の37％を占めるまでになると

予測される4。このうち移動電気通信は同じ 10年間で 3.9倍の 9.4兆円に、携帯電話機は

                                                   
4 2010年までの数値をシミュレーションするにあたっては、90-95-2000年接続産業連関表の値

から、平均成長率を算出し利用している。 
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1.9倍の2.3兆円の付加価値誘発額をもたらすものと見られる5。 

 

図表４ モバイル産業のもたらす波及効果の推移 
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出所）産業連関表より算出 

 

③モバイルコンテンツ産業 

 

また今回は産業部門として明確に捉えられなかったモバイルコンテンツ（コマース、広

告、コンテンツ、オークション等）産業は今後の成長拡大が期待される。この上位レイヤ

については今回、産業連関表からは直接その付加価値誘発額を明らかにすることはできな

い。そこで参考として売上ベースの市場規模でその推移を見てみる6。 

 

（参考）図表５ モバイルコンテンツ産業の市場規模の推移 
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2003年 2005年

0.4兆円
0.7兆円

 
注）2010年の参考値は、2002年から2005年の平均成長率から算出した値 

出所）モバイルコンテンツフォーラム発表の数値より。 

 

                                                   
5 携帯電話機産業は、2000年から2004年で波及効果が1.2兆円から1.0兆円と若干減少してい

るにもかかわらず2010年に付加価値誘発額が拡大するのは、90年からの平均成長率がプラスと

なるためである。 
6ここでは上位レイヤサービスの市場規模をモバイルコンテンツやモバイルコマースの市場規模

で見ている。産業連関表からこの分野についての付加価値誘発額を算出することはできないため、

売上ベースの市場規模で代用した。市場規模はモバイルコンテンツフォーラムの発表値である。 
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統計データが入手できる 2002年から見ると、0.3兆円程度の市場規模であったものが

2005年には0.7兆円となり、このままの勢いが続くとすると、その市場規模は2010年には

3.1兆円にまで成長することとなる。 

 

モバイルコンテンツ産業も移動電気通信や携帯電話機と同様に他産業、自産業に対して

付加価値誘発をもたらすことになる。よってモバイルコンテンツ産業も含めて考えれば、

その2010年のモバイル産業全体がもたらす経済波及効果（付加価値誘発額）は、11.7兆円

以上の規模となる。 

 

(2) 付加価値誘発効果の波及先分野別分析 

 

 

それではモバイル産業の成長は他産業へどのように影響しているのであろうか。ここで

は、製品・サービスからの波及効果に加えて、設備産業である特質を考慮し、設備投資か

らの波及効果も加味しつつ、その広がりを確認する。 

 

「移動電気通信」の成長は、モバイル産業全体および他産業へ波及効果をもたらす。今

回はその中でも、「携帯電話機」、「機械設備」や「局舎等設備」、「固定電気通信」という産

業部門と要素技術とかかわりの深い産業部門（「要素技術」）、移動電気通信をビジネスに利

用している「応用分野」7についてその影響を明らかにした。 

 

今回の数値は産業連関表より算出される付加価値誘発額を基にしており、次のとおりで

ある。 

 

z 「移動電気通信」は移動電気通信部門自産業への誘発効果と他産業への誘発

効果の合計の付加価値誘発額である。 

z 「携帯電話機」は、同部門の付加価値誘発額である。 

z 「要素技術」への波及はその各要素技術部門への携帯電話機部門からの付加

価値誘発額である。 

                                                   
7携帯電話サービスを利用してビジネスを展開する分野、主に法人市場がこれにあたる。最近は

モバイルを利用したソリューション市場も成長してきており、その市場規模は1兆円を超えると

されている。出所）モバイル社会研究所「モバイル社会白書2006」ＮＴＴ出版。 

～モバイル産業からの受益分野／ターゲット／波及先はインフラ・端末からコンテンツ・

応用分野へ～ 

○ 移動電気通信のもたらす波及効果は2.4兆円（2000年）が9.4兆円（2010年）にま

で拡大 

○ 携帯電話機がもたらす付加価値誘発額は、1.2兆円（2000年）から 2.3兆円（2010

年）にまで拡大 

○ その他にも、局舎等設備、要素技術、応用分野へ波及 
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z 「固定電気通信」は、移動電気通信部門から固定電気通信への付加価値誘発

額としている。 

z 「応用部門」への波及は、各産業部門における移動電気通信の付加価値誘発

額を合計した値である。 

z 「基地局・交換機」と「局舎等建設土木設備」については、電気通信部門（固

定と移動の合計）の設備投資からの波及効果を固定電気通信と移動電気通信

の設備投資額の比率で按分して移動電気通信の設備投資による波及効果とし

ている。 

 

2010年の値については、1990年、1995年、2000年、2004年の産業連関表から算出され

る数値の平均成長率で伸ばしている。 

 

z なお、プラットフォームより上の「コンテンツ市場」については今回、付加

価値誘発額ではなく、参考値として市場規模で代用している。市場規模はモ

バイルコンテンツフォーラム発表の数値を元に平均成長率で伸ばして算出し

た。 

 

モバイル産業および関連産業の広がりは以下のとおり。 

 

移動電気通信のもたらす波及効果は2000年の 2.4兆円から2010年には9.4兆円にまで

拡大する。この移動電気通信部門の成長は携帯電話機部門の成長をもたらす。その携帯電

話機部門がもたらす付加価値誘発額は、2010年で 2.3兆円にまで拡大する。携帯電話機の

各要素技術を支える産業群へさらに波及効果は2000年の200億円から2010年には6000億

円まで拡大する。 

 

一方、移動電気通信の応用分野でも今後その応用範囲が広がるにつれて、本格的に成長

すると考えられ、付加価値額も今後2010年へ向けて大きくなっていくことが予測される。 

 

また固定電気通信へは、FMCサービスの進展などが予想され、移動電気通信の投入要素と

して固定電気通信はその規模を拡大していくであろう。 

 

設備投資面に目を向けると、これからのモバイル産業が量的拡大から質的変化の時代へ

向かうということもあり、現状とほぼ同程度の付加価値誘発額をもたらすと考えられる。 

 

また今回は付加価値誘発額では把握できなかったが、モバイル・インターネットの普及

によるモバイルコンテンツ部門は、モバイルコンテンツ、モバイルコマース、モバイル広

告など新たな産業が勃興しており、移動電気通信を核にした産業の広がりと、その市場規

模の拡大は勢い、規模とも大きくなっている（図中の数値は売上ベースの市場規模の数値

である）。 
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図表６ モバイル産業の波及効果の広がり：2000年から2010年 

移動電気通信

固定電気通信

携帯電話機

電池

基地局・交換機ソフトウェア

モバイルコマース デジタルコンテンツ

液晶

(2000年)   (2004年)   (2010年)
再掲）０．１兆円→０．３兆円→０．６兆円

局舎等
建物土木設備

(2000年)   (2004年) (2010年)
１．７兆円→１．３兆円→１．３兆円

モバイル広告

応用分野

(2000年)   (2004年) (2010年) 
１．２兆円→１．０兆円→２．３兆円

(2000年)   (2004年) (2010年)
１．４兆円→１．４兆円→３．０兆円

その他要素技術

(2000年)   (2004年)   (2010年)
再掲）０．０２兆円→０．２兆円→０．６兆円

オークション ・・・・

(2000年)   (2004年)   (2010年)
参考：モバイルコンテンツ・アプリケーション市場規模： ０．１兆円→０．５兆円→３．１兆円

要素技術

(2000年)   (2004年) (2010年)
２．４兆円→５．４兆円→９．４兆円

モバイル産業

 
注1) 移動電気通信は図表４「モバイル産業のもたらす経済波及効果の推移」の移動電気通信

の数値に、携帯電話機は、同図表の携帯電話機の数値に、そして上位レイヤの数値は、

参考図表５「モバイルコンテンツ産業の市場規模の推移」の数値に対応している。なお、

6ページの注５でも述べたとおり、携帯電話機は、2000年から2004年で波及効果が1.2

兆円から 1.0兆円と若干減少しているにもかかわらず 2010年に付加価値誘発額が拡大

するのは、90年からの平均成長率がプラスとなるためである。 

注2) 要素技術の付加価値誘発額の計算に含まれる産業は「その他電子部品」、「プラスチック

製品」、「集積回路」、「液晶素子」、「電池」、「半導体素子」などである。 

注3) 設備投資に関わる「基地局・交換機」「局舎等建設土木設備」は電気通信（固定と移動

の合計）からの数値を固定電気通信と移動電気通信のシェアで按分している。使用した

シェアは、総務省「通信産業実態調査（設備投資調査）」（平成 17年調査）の「登録電

気事業者」、「移動系」の設備投資額（平成17年度計画額）から計算している。 

 

このようにモバイル産業群はＩＣＴ産業の中でその広がりと存在を増しており、今後、

重要な産業セクターになっていくと考えられる。 
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(3)要素技術に見る波及効果 

 

 

モバイル産業はこれまで明らかにしてきたように急速にその存在感を増している。その

背景には積極的なＲ＆Ｄ活動とそれに伴う技術の高度化、新サービスの提供が次々と行な

われており、産業の成長と広がりに好循環をもたらしている。 

 

例えば、携帯電話機における要素技術に注目すると、図表７のとおり、ネットワークの

高度化とともに、プラットフォームや端末においてすぐれた要素技術が集積しており、そ

れによってサービスが次々と開発されている様子が分かる。 

 

モバイル産業の高度化の特徴はネットワーク、端末、プラットフォームの高度化と端末

機能の多様化や新サービスの登場が密接に結びついていることである。現在のモバイルサ

ービスを支える技術の高度化の背景には、携帯電話会社を中心とした開発体制とそれを中

心にしたＲ＆Ｄ活動があり、現在のモバイルサービスの充実を可能にしたと言える。 

 

図表７ 新技術の採用と新サービスの登場  

ネットワーク

プラットフォーム

端末 外部メモリ
バーコードリーダー

コンテンツ

1999 2000 2001 2002

カラー液晶 有機EL液晶

カメラ（～数十万pix）

Felica

E-mail

ホームページ
（cHTML, WAP）

待ち受け画面

着信メロディ

Javaアプリ

動画メール

2003 2004

33GG((～～384kbps384kbps））22GG（～（～64kbps64kbps））

おｻｲﾌｹｰﾀｲ

HTMLメール
（デコ・メール）

モノクロ液晶

3.53.5GG（～（～十数十数MbpsMbps））

ワンセグ赤外線リモコン

ワンセグ放送

2005　2006

PDC W-CDMA HSDPA

cdmaOne CDMA2000 CDMA1xEV-DO

NetFront　
（Access）

Palm OS　
（3Com）

BREW　（Qualcomm)

Java
(Sun　Microsystems)

μITRON

Linux

Symbian

WindowsCE
（Microsoft） Windows Mobile

（Microsoft）

画像メール
（写メール）メール

ブラウザ

着信音

画像

外部IF*

液晶

音源・カメラ

外部ＩＦ*

デザイン

和音音源

USB、IrDA、
Bluetooth

QCIF/ CIF QVGA

着うた 着うたフル着声

Flash

QRコード

GPS

ストレート 折りたたみ

カメラ（～数Mpix）

2軸回転式
デザイナー起用

検索

音楽番組

ﾌﾙﾌﾞﾗｳｻﾞｰ化

*外部インターフェースの略

スライド式

 
出所）情報通信総合研究所作成 

 

～活発なＲ＆Ｄ活動による高度技術の集積がモバイル産業の成長を支える～ 

○ ネットワークの高度化とともに、プラットフォームや端末においてすぐれた要素技術

が集積しており、それによってサービスが次々と開発 
○ 携帯電話機を構成する主要な要素技術についての世界シェアは高く、日本の携帯電話

産業におけるＲ＆Ｄ活動の水準の高さの一端を示しているといえる 
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またモバイル産業で開発された技術は、世界的に見ても優れたものである。それは他製

品への転用等により周辺産業に応用される。結果としてモバイル産業を中心としたＲ＆Ｄ

活動が要素技術の開発において大きな役割を果たしていることが分かる。 

 

またここでは触れていないが、ＰＨＳは日本国内では移動電気通信の部分市場を形成す

るにとどまっているものの、海外、特に中国においてはその普及には目覚しいものがあり、

日本技術のスピルオーバーの例と考えられるであろう。このほかにも今後注目される高速

無線アクセス技術として、Wi-Fi、WiMAX等があり、これら技術がネットワークに取り入れ

られることにより、モバイル産業はさらに進化していく可能性を秘めている。 

 

（参考）図表８ 我が国の世界における情携帯電話関連部品のマーケットシェア（2004年） 

18.8

90.3

73.7

60.3

60.2

58.3

27.1

36.0

25.1

39.8

32.3

12.9

15.5

9.7

26.3

21.4

29.8

14.5

9.4

25.7 12.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

携帯電話機

ＲＦモジュール

アプリケーションプロセッサー

中小型ＬＣＤドライバ

非球面プラスチックレンズ

中小型液晶

CMOS受光素子

日本 アジア 北米 欧州 その他・不明
 

出所）総務省「ユビキタス社会の動向に関する調査」（2005年3月）および富士キメラ総研資料より作成 

 

携帯電話機およびその関連技術に注目し、世界シェアを見ると、携帯電話機では世界シ

ェアは 18.8％と低い数字だが、その携帯電話機を構成する主要な要素技術についてのシェ

アは高く（図表８）、日本のモバイル産業のＲ＆Ｄ活動の成果の一端を示していると考えら

れる。
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(4)モバイルベンチャー企業集団の創出 

 

 

モバイル産業の周辺分野では技術やサービスの高度化に伴い多くのビジネスチャンスが

生まれている。それと呼応するように多くのベンチャー企業がモバイル産業の新しい市場

を開拓すべく積極的に起業されている。1999年以降、その数は延べ上場企業数で60社を超

え（図表９）、時価総額で見るとその規模は、1999年の1944億円から2006年秋現在で1兆

8983億円と9.8倍にまでなっている。 

 

図表９ モバイルベンチャー延べ上場数 

3

9
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29

35

49

59
62

0

10

20
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40
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60

70

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

端末販売 端末製造 ソフトウェア コンテンツ EC ネットワーク

（企業数）

3

9

19

29

35

49

59
62

0

10

20
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40

50

60

70

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

端末販売 端末製造 ソフトウェア コンテンツ EC ネットワーク

（企業数）

 

出所）会社四季報（2006年秋）より作成 

 

積極的なモバイルベンチャーの参入により新規市場が形成され、順調に成長している。

モバイルベンチャーの起業が活発な分野はコンテンツ分野および端末販売、ソフトウェア

分野であり、この３分野においてモバイルベンチャーの大部分の起業が行なわれている。 

 

～今後の成長を予感させるモバイルベンチャーの活況～ 

○ モバイルベンチャー全体の企業数はかなりの数に上ると推測されるが、上場された企業

に絞ってみても、1999年以降の延べ上場数は60社を超え、時価総額で見るとその規模

は、1999年の1944億円から2006年秋現在で1兆8983億円と9.8倍にまでなっている

○ モバイル関連の上位レイヤ（コンテンツ等）も順調に成長しており、今後が期待される
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（参考） 図表１０ モバイルコンテンツ産業市場規模 

1,193
1,709

2,593

4,0741,793

2,133

2,603

3,150

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2002年 2003年 2004年 2005年

モバイルコマース市場 モバイルコンテンツ市場

(億円)

 

出所）総務省「平成18年版情報通信白書」 

 

例えば、モバイルコマース市場およびコンテンツ市場は、2005年で両市場合わせて7000

億円を超える規模にまで成長している（図表１０）。 

 

（参考）図表１１ 音楽配信市場の推移 

3 2 4 9 12 13

63
74

91
96

109 113

0

20
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80
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140

2005年Q１ 2005年Q２ 2005年Q３ 2005年Q４ 2006年Q１ 2006年Q２

インターネット・ダウンロード モバイル

（億円）

 
出所）日本レコード協会調べ 

 

また携帯電話を利用した音楽配信市場成長が目覚しく、その市場規模は2006年第二四半

期で、対前年同期比1.5倍となっており、100億円（年換算で400億円）を超える規模に拡

大している（図表１１）。
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4.今後のモバイル産業に期待される役割 

 

 

図表１２ モバイル産業の経済波及効果と社会貢献 

¾　モバイルコ
ンテンツ・コ
マース・広告
等の成長
¾　モバイル関
連ベンチャー
の登場・発展

経済波及効果

量的拡大の時代 質的変化の時代

¾　ＩＣＴ産業のも
たらす波及効果
は21.1兆円
→自動車産業を超
える

¾　モバイル産業
で、6.4兆円

定
量
的
な
側
面

（
産
業
連
関
分
析
か
ら
の
知
見
）

¾　モバイルを中心
とする通信需要は
Ｒ＆Ｄ投資を多く
誘発、
→特に学術研究や電
子部品

¾ＩＣＴ産業の設備
投資の波及効果
は3.9兆円
→自動車産業以上

¾土木建築への雇
用創出が大きい

定
性
的
な
側
面

(

産
業
連
関
以
外
か
ら
の
分
析
に
よ
る
知
見
）

¾　携帯電話機の
部品の高機能化
　→周辺産業の発展
や国際競争力強化

¾　通信サービス
の利活用を通じ
た貢献

¾　設備投資需要
によって景気の
牽引役を果たす

¾　積極的なネット
ワークの高度化
が寄与

¾　Linux、Symbian、
Brew、Doja/Java
等プラットフォーム
への大きなスピル
オーバー効果
¾　携帯端末の要
素技術の開発イ
ンセンティブの付
与

¾生活密着型
サービスの提
供によりライ
フスタイルの
変化
→　例えば安全・
安心ソリューショ
ンの提供

¾　環境負荷低
減効果。

最終需要の
付加価値・雇用誘発

設備投資の
付加価値・雇用誘発

最終需要の
R&D投資誘発

¾　最終需要からの
波及効果は、さら
に拡大。

¾　設備投資には波
があるが、3G以降
も投資は堅調に推
移
¾　機械設備メーカー
の売上高へ貢献

社
会
全
体
へ
の
影
響

新
市
場
の
創
出

¾　携帯電話ソフト等
も高機能化。
¾　モバイルインター
ネット市場の誕生
¾　携帯電話サービ
スの応用分野の拡
大
→　法人市場における新た

な利活用による生産性向
上

特に移動体通信関連

延長推計

ﾒｯｾｰｼﾞ１

国内の中核産業
へ成長

ﾒｯｾｰｼﾞ１

国内の中核産業
へ成長

ﾒｯｾｰｼﾞ２

国内雇用の誘発
国内景気のけん
引役

ﾒｯｾｰｼﾞ２

国内雇用の誘発
国内景気のけん
引役

ﾒｯｾｰｼﾞ３

Ｒ＆Ｄ活動の牽引
役

ﾒｯｾｰｼﾞ３

Ｒ＆Ｄ活動の牽引
役

ﾒｯｾｰｼﾞ４

新市場を創出

ﾒｯｾｰｼﾞ４

新市場を創出

移動体通信産業：今後は日本経済のけん引役の一翼を積極的に担う責任
モバイルプラットフォームの形成とリーダーシップの発揮

移動体通信産業：今後は日本経済のけん引役の一翼を積極的に担う責任

モバイルプラットフォームの形成とリーダーシップの発揮モバイルプラットフォームの形成とリーダーシップの発揮
 

 

日本経済は今、長期の不況を脱出し、新たな成長軌道に進みつつあるように見える。一方、 

 

z 人口減少、少子高齢化による現役世代の経済負担の増加 

z 財政赤字と政府部門における多額な借金の存在 

z 少子化の進展 

 

という今後の成長に足かせとなる大きな問題を抱えている。この問題を克服するための日

～今後モバイル産業に期待される役割～ 

○ 中核産業として付加価値や雇用の創出によって日本経済全体の成長ポテンシャルを

高める 

○ 同時に短期的な国内雇用や景気をけん引する役割も担う 

○ 積極的な研究開発投資により周辺産業のＲ＆Ｄ活動を活発化し、産業競争力を高める

○ 高度なネットワークや端末の普及により新市場を創出 

○ モバイルによる安心・安全ソリューションの提供により柔軟性と多様性を有した社会

へ貢献する 
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本経済の優先課題は、日本経済、国内産業の「成長力・国際競争力」の強化であり、少子

高齢化時代における「安心・安全で、誰もが参加できる柔軟かつ多様性のある社会」の実

現である。 

 

その視点から今回の分析を振り返ってみると、モバイル産業は以下の点において、中核

産業として日本経済をけん引する役割が期待される（図表１２）。 

 

z 国内中核産業として今後とも「最終需要の付加価値創出や雇用創出」によっ

て経済全体の成長ポテンシャルを高める点 

z それは同時に短期的な国内雇用や景気をけん引する役割も担うことになる点 

z 積極的な「研究開発投資」により周辺産業のＲ＆Ｄ活動を活発化し、産業競

争力を高める点 

z 高度なネットワークや端末の普及により新市場が創出される点 

z モバイルサービスを利用した安心・安全ソリューションの提供により柔軟性

と多様性を有した社会へ貢献する点 

 

モバイル産業はこのように今後の日本経済の復活においてキーになる産業である。そこ

で必要とされるのは、これまで形成されてきたモバイル産業を中心とするモバイルプラッ

トフォームを基盤として日本経済のリーダーシップの一役を積極的に担うことである。 

 

〔今後の研究の深化に向けた課題〕 

 

今回の数値は、2000年産業連関表を中心に接続連関表や延長表等を利用して算出したも

のである。1995年から急速に成長したモバイル産業は 2000年以降も大きく成長している。

特に付加価値誘発額が算出できなかったコンテンツ分野については、1999年以降に誕生し、

本格的に成長した分野である。よってモバイル産業の日本経済における位置づけをより将

来の視点で捉えるためには、今後公表される2005年産業連関表などでその規模等が精査さ

れ、より詳細な議論が行なわれる必要がある。 
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